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第176期第１四半期（自2018年４月１日 至2018年６月30日)

四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第175期

第１四半期
連結累計期間

第176期
第１四半期
連結累計期間

第175期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年６月30日

自 2018年４月１日
至 2018年６月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 113,182 170,911 512,047

経常利益 (百万円) 1,250 2,902 19,700

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 16,450 528 26,352

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 15,727 △2,372 37,441

純資産額 (百万円) 289,073 285,970 290,434

総資産額 (百万円) 599,132 634,687 654,227

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 103.59 3.26 160.59

滞在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 103.54 3.26 160.44

自己資本比率 (％) 40.6 41.6 41.1

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。

３ 当連結会計年度より、決算期を３月31日から12月31日に変更しています。この変更に伴い、第176期第１四

半期連結累計期間は、当社並びに３月決算であった連結対象会社は2018年４月１日から2018年６月30日まで

の３カ月間を、２月決算であった連結対象会社は2018年３月１日から2018年６月30日までの４カ月間を、従

来より12月決算会社である連結対象会社は2018年１月１日から2018年６月30日までの６カ月間を連結する変

則的な決算となっています。

２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業内容の

変更と主要な関係会社の異動は、次のとおりです。

　

（ブレーキ）

　当社は、2018年４月１日付で当社の連結子会社である日清紡ブレーキ㈱等において営む自動車用ブレーキ事業の

内、ファウンデーションブレーキ事業を、アイシン精機㈱グループの主要子会社の１社である豊生ブレーキ工業㈱に

譲渡しました（以下「本件取引」といいます。）。

　本件取引は、日清紡ブレーキ㈱が完全子会社として2017年９月25日に新設したAHブレーキ㈱に対して、2018年４月

１日付で日清紡ブレーキ㈱が対象事業に関して有する資産等を会社分割の方法により承継したうえで、同日付で対象

会社の発行済株式の全部を豊生ブレーキ工業㈱に譲渡する方法で行いました。

　これに伴い、当第１四半期連結累計期間の期首において、AHブレーキ㈱、AH BRAKE (THAILAND) CO., LTD. 、AH

COMMERCIAL VEHICLE BRAKE LTD.を連結の範囲から除外しています。

　この譲渡に関するその他の情報は、「第４経理の状況 １四半期連結財務諸表 注記事項 (企業結合等関係)

２.事業分離」に記載のとおりです。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

(1) 経営成績

当第１四半期連結累計期間は、決算期変更に伴い、当社並びに３月決算であった連結対象会社は2018年４月１日

から2018年６月30日の３カ月間を、２月決算であった連結対象会社は2018年３月１日から2018年６月30日の４カ月

間を、12月決算であった連結対象会社は2018年１月１日から2018年６月30日の６カ月間を連結対象期間とする変則

的な決算となっています。そのため参考値として、当第１四半期連結累計期間と同一期間となるように組み替えた

前年同期（以下「調整後前年同期」）による比較情報を下記に表示しています。

（単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

2018年12月期第１四半期 170,911 171 2,902 528

調整後前年同期 165,789 775 3,145 17,640

調整後増減 5,122 △603 △242 △17,111

調整後増減率（％） 3.1 △77.9 △7.7 △97.0

※調整後前年同期は、当社並びに３月決算であった連結対象会社は2017年４月１日から2017年６月30日の３カ月間を、２月決算であった

連結対象会社は2017年３月１日から2017年６月30日の４カ月間を、12月決算であった連結対象会社は2017年１月１日から2017年６月30日

の６カ月間を対象期間として表示しています。調整後増減および調整後増減率は2018年12月期第１四半期と調整後前年同期との比較で記

載しています。

また、当社グループは今後の成長が見込まれる車載、IoT分野を中心に半導体・マイクロデバイス事業の拡充を

加速させるため、2018年３月にアナログ電源ICを主力とするリコー電子デバイス㈱が発行する株式の80%を取得し

連結子会社としました。同社の経営成績（損益計算書）およびのれんの償却は、当第１四半期連結累計期間より当

社連結損益計算書へ反映しています。

当第１四半期連結累計期間の当社グループの売上高は、ファウンデーションブレーキ事業を譲渡した影響等によ

りブレーキ事業は減収となったものの、エレクトロニクス事業においてリコー電子デバイス㈱を連結子会社化した

こと等により、170,911百万円（調整後前年同期比5,122百万円増、3.1%増）となりました。

営業利益は、エレクトロニクス事業において日本無線㈱の営業損失が縮小したものの、ブレーキ事業における

TMD社のアフターマーケット向け製品の販売が減少したこと等により、171百万円（調整後前年同期比603百万円減、

77.9%減）となりました。

経常利益は、持分法による投資利益の増加等により、2,902百万円（調整後前年同期比242百万円減、7.7%減）と

なりました。

親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期に計上した紙製品事業の譲渡による関係会社株式売却益や

不動産事業における固定資産売却益が当第１四半期連結累計期間では計上がないこと等により、528百万円（調整

後前年同期比17,111百万円減、97.0%減）となりました。

なお、当社グループは、エレクトロニクス事業の日本無線㈱による官公庁・自治体等向け機器の売上高および利

益が１月から３月に偏重しているため、４月から12月の売上高および利益は相対的に低い傾向にあります。
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事業セグメントの業績は下記のとおりです。参考値として、調整後前年同期による比較情報を下記に表示してい

ます。なお、セグメント利益又はセグメント損失は営業利益又は営業損失ベースの数値です。

（単位：百万円）

報告セグメント その他

全社費用

等

合計
エレクト

ロニクス
ブレーキ 精密機器 化学品 繊維 不動産 計

外部顧客への売上高

2018年12月期第１四半期 46,496 67,848 29,496 3,077 16,464 1,369 164,752 6,158 170,911

調整後前年同期 39,478 71,043 27,481 2,266 17,273 1,914 159,457 6,331 165,789

調整後増減 7,018 △3,195 2,015 811 △808 △545 5,295 △172 5,122

調整後増減率（％） 17.8 △4.5 7.3 35.8 △4.7 △28.5 3.3 △2.7 3.1

セグメント利益又は損失（△）

2018年12月期第１四半期 △2,139 372 1,114 660 517 865 1,389 △1,218 171

調整後前年同期 △3,138 2,301 392 267 805 1,355 1,985 △1,209 775

調整後増減 998 △1,929 722 392 △288 △489 △595 △8 △603

調整後増減率（％） - △83.8 184.2 146.4 △35.8 △36.1 △30.0 - △77.9

※調整後前年同期は、当社並びに３月決算であった連結対象会社は2017年４月１日から2017年６月30日の３カ月間を、２月決算であった連結対

象会社は2017年３月１日から2017年６月30日の４カ月間を、12月決算であった連結対象会社は2017年１月１日から2017年６月30日の６カ月間を

対象期間として表示しています。調整後増減および調整後増減率は2018年12月期第１四半期と調整後前年同期との比較で記載しています。

（エレクトロニクス）

（単位：百万円）

エレクトロニクス事業

無線・通信事業 マイクロデバイス事業 計

外部顧客への売上高

2018年12月期第１四半期 28,685 17,811 46,496

調整後前年同期 27,478 12,000 39,478

調整後増減 1,206 5,811 7,018

調整後増減率（％） 4.4 48.4 17.8

セグメント利益又は損失（△）

2018年12月期第１四半期 △2,695 556 △2,139

調整後前年同期 △3,299 161 △3,138

調整後増減 603 394 998

調整後増減率（％） - 244.7 -
※調整後前年同期は、３月決算であった連結対象会社は2017年４月１日から2017年６月30日の３カ月間を、12月決算であった連

結対象会社は2017年１月１日から2017年６月30日の６カ月間を対象期間として表示しています。調整後増減および調整後増減率

は2018年12月期第１四半期と調整後前年同期との比較で記載しています。

エレクトロニクス事業は、日本無線㈱を中心として防災システムや監視システム等の社会インフラ関連製品や船

舶・自動車等の移動体通信機器等を展開する「無線・通信事業」と、新日本無線㈱とリコー電子デバイス㈱により

アナログ半導体やSAWフィルタ等の電子デバイス製品やマイクロ波製品を展開する「マイクロデバイス事業」とで

構成されています。

無線・通信事業において、日本無線㈱は、マリンシステム事業におけるアフターマーケット向け機器の売上やソ

リューション・特機事業における大型防災システムの売上が減少したものの、通信機器事業における自動車用ITS

（高度道路交通システム）製品の売上は増加し、メカトロニクス・電源事業における情報機器向け製品の売上も増

加したこと等により、増収・赤字縮小となりました。

マイクロデバイス事業において、新日本無線㈱はスマートフォン関連向け半導体が低調だったものの、船舶用衛

星通信コンポーネント等のマイクロ波製品は好調に推移し、前連結会計年度末に連結子会社化したリコー電子デバ

イス㈱の寄与もあり、増収・増益となりました。

以上の結果、エレクトロニクス事業全体では、売上高46,496百万円（調整後前年同期比17.8%増）、セグメント

損失2,139百万円（調整後前年同期比998百万円改善）となりました。
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なお、エレクトロニクス事業においては、2018年９月に当社による新日本無線㈱の完全子会社化を予定していま

す。当社は、中長期戦略においてオートモーティブおよび超スマート社会関連ビジネスへ経営資源を重点配分する

方針を掲げており、新日本無線㈱においては車載・産業機器向けビジネス領域の拡大を目指しています。今回の完

全子会社化により、同社と当社グループの他事業部門との技術や知見の相互アクセスをより活発化させ、グループ

全体で事業成長を加速させ企業価値を向上させます。

また、当社グループはモビリティ事業に特化した子会社であるJRCモビリティ㈱を2018年４月に設立しました。

当社グループはADAS（先進運転支援システム）ビジネスへの参入を打ち出しており、オートモーティブからモビリ

ティへと事業エリアの拡大を目指します。グループの無線通信技術やマイクロデバイス技術など多様な技術や知見

を融合させることにより、自動運転や電動化、コネクテッドといった自動車分野に留まらず、船舶や航空機なども

含めたモビリティ分野全般においてビジネスを展開していきます。

（ブレーキ）

国内自動車販売は、軽自動車は新車効果等により堅調に推移しているものの、軽自動車以外は新車効果が一巡し

たことや検査不正問題の影響等があり、新車販売合計は前年比で減少しました。国内事業は国内自動車販売が減少

したことやファウンデーションブレーキ事業を譲渡したこと等により減収・減益となりました。

海外では、米国子会社は自動車販売の好調、新製品の立ち上がり、商品構成の変化等により減収・増益となりま

した。韓国子会社は顧客カーメーカーの販売減等により減収・減益となり、中国子会社も採用終了となる製品の影

響により減収・減益となりました。タイ子会社は自動車販売の好調に加え新製品の立ち上がりはあるもののファウ

ンデーションブレーキ事業を譲渡したこと等により現地通貨ベースでは減収・減益となりましたが、円安の影響に

より為替換算後は減収・増益となりました。TMD社はアフターマーケット向け製品の販売減等により現地通貨ベー

スでは減収・減益となりましたが、円安の影響により為替換算後は増収・減益となりました。

以上の結果、ブレーキ事業全体では、売上高67,848百万円（調整後前年同期比4.5%減）、セグメント利益372百

万円（調整後前年同期比83.8%減）となりました。

（精密機器）

自動車向け精密部品加工は、中国子会社の事業拡大に伴い増収となりましたが、設備投資に伴う減価償却費増等

により微減益となりました。プラスチック成形加工は、南部化成㈱が自動車向け製品が好調で増収・増益となった

ことや中国子会社とインド子会社の売上増等により、増収・増益となりました。

以上の結果、精密機器事業全体では、売上高29,496百万円（調整後前年同期比7.3%増）、セグメント利益1,114

百万円（調整後前年同期比184.2%増）となりました。

　

（化学品）

断熱製品は硬質ブロックや硬質加工品等の売上増等により増収・増益となりました。燃料電池用カーボンセパレ

ータは家庭用並びに定置用燃料電池の売上増に加え経費削減等により増収、黒字化しました。機能化学品は水性架

橋剤、粉状改質剤の売上が減少したこと等により減収・減益となりました。

以上の結果、化学品事業全体では、売上高3,077百万円（調整後前年同期比35.8%増）、セグメント利益660百万

円（調整後前年同期比146.4%増）となりました。

（繊維）

国内は、化粧雑貨用不織布等の販売は増加しましたが、シャツ用生地および海外向けスパンデックス糸の販売が

低調となったことや東京シャツ㈱のシャツ販売が振るわなかったこと等から減収・減益となりました。

　海外では、ブラジル子会社は販売が堅調に推移したものの、原綿高騰によるコストアップ等により減益となりま

した。インドネシア子会社もグループ外への販売が低調に推移するなど減収・減益となりました。

以上の結果、繊維事業全体では、売上高16,464百万円（調整後前年同期比4.7%減）、セグメント利益517百万円

（調整後前年同期比35.8%減）となりました。
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（不動産）

宅地分譲事業は川越事業所跡地（埼玉県）の宅地分譲がほぼ終了したこと等により、減収・減益となりました。

賃貸事業は、前連結会計年度に大型商業施設１棟を売却した影響等により減収・減益となりました。

以上の結果、不動産事業全体では売上高1,369百万円（調整後前年同期比28.5%減）、セグメント利益865百万円

（調整後前年同期比36.1%減）となりました。

（その他）

ニッシントーア・岩尾㈱（食品、産業資材等の商社機能や保険代理店業務）等の事業を、その他として区分して

います。

その他の業績は、売上高6,158百万円（調整後前年同期比2.7%減）、セグメント利益12百万円（調整後前年同期

比59.0%減）となりました。

　 (注) 上記の金額に消費税等は含まれていません。

　

(2) 財政状態

当第１四半期連結会計期間における総資産は634,687百万円と前連結会計年度末と比較し19,540百万円減少しま

した。

現金及び預金の増加2,705百万円、受取手形及び売掛金の減少27,191百万円、たな卸資産の増加2,800百万円、フ

ァウンデーションブレーキ事業譲渡等による有形固定資産の減少3,481百万円、投資その他の資産の増加3,814百万

円などが主な要因です。

負債総額は348,716百万円となり、前連結会計年度末と比較し15,077百万円減少しました。

支払手形及び買掛金の減少9,960百万円、短期借入金の増加3,408百万円、未払法人税等の減少3,255百万円、長

期借入金の減少2,587百万円、繰延税金負債の減少3,954百万円などが主な要因です。

純資産は、285,970百万円となり、前連結会計年度末と比較し4,463百万円減少しました。

配当金支払い等による利益剰余金の減少1,335百万円、為替換算調整勘定の減少4,601百万円などが主な要因で

す。

以上の結果、自己資本比率は前年度末比0.5ポイント増加して41.6%となりました。

(3) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等に重要な変更は

ありません。また、新たに生じた課題はありません。

なお、当社は「株式会社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容等は以下のとおりです。
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(株式会社の支配に関する基本方針)

　①基本方針の内容

当社は、最終的に当社の財務及び事業の方針（以下「経営方針」といいます。）の決定を支配するのは、株主の

皆様であると考えています。他方、実際に経営方針を決定するのは、株主総会において選任され、株主の皆様から

委任を受けた取締役により構成される取締役会であることから、取締役会は、当社の企業価値、ひいては当社株主

共同の利益（以下単に「株主共同の利益」といいます。）を維持・向上させるために、最善の努力を払うことと、

株主の皆様の意向を経営方針の決定により速やかに反映することを、当社の基本方針としています。

　

　②基本方針の実現に資する取り組み

当社は、①の基本方針を実現するために、「企業公器」「至誠一貫」「未来共創」の企業理念をあらゆる事業活

動の根幹に据え、コーポレートガバナンスなど組織文化の質的向上と、ROE重視の収益力向上や株価重視の経営な

ど数値・業績面の量的成長の実現にむけ取り組んでいます。また、株主の皆様から経営の委任を受けている取締役

の毎事業年度の責任を明確にするため、取締役の任期を１年とするとともに、取締役の職務の執行を監督するとい

う取締役会の機能を強化するため、複数の社外取締役を選任しています。

　

　③基本方針に照らして不適切な者によって経営方針の決定が支配されることを防止する取り組み

当社は、当社株式の大規模な買付行為や買付提案を行おうとする者に対しては、関係諸法令に従い、大規模買付

行為の是非を株主の皆様に適切に判断頂くための必要かつ十分な情報の開示を求め、あわせて当社取締役会の意見

等を開示するとともに、株主の皆様に検討頂くために必要な時間の確保に努めるなど、適切な措置を講じてまいり

ます。

　

　④上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記②及び③に記載の取り組みは、当社の役員の地位の維持を目的とするものではなく、株主共同の利益の確

保・向上させるための施策であり、上記①の基本方針に適うものと考えています。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、7,891百万円です。

また、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　前連結会計年度において、当社は2017年９月に主要銀行とのコミットメントライン契約を20,000百万円で更改し

ました。

　当社グループの財務状況につきましては、安定的な営業活動によるキャッシュ・フローに加え、コミットメント

ライン契約、主要銀行との当座貸越枠、コマーシャル・ペーパー、長期シンジケートローン等、多様な調達手段を

確保しており、十分な資金流動性を有しています。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　(技術導入に関する契約)

当第１四半期連結会計期間において、契約期間満了により終了した契約は次のとおりです。

契約会社名 契約の相手先 契約の内容 対価
契約締結年月
(有効期間)

日本無線㈱

BAE システムズ・インフォーメ
ーション アンド エレクトリ
ック システムズ インテグレ
ーション インク. (米国)

ソノブイ受信機のノウハウ及び製
造販売実施権の許諾

売上の一定比
率額

1988年７月
(2018年６月まで)

(当社による新日本無線㈱の完全子会社化に関する株式交換契約の締結)

当社は、2018年５月10日の取締役会決議により、新日本無線㈱（以下「新日本無線」といいます。）との間で、当社

を株式交換完全親会社、新日本無線を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行

うことを決定し、両社の間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）を締結しました。

本株式交換の概要は、以下のとおりです。

　

(1）本株式交換の目的

自動運転や電動化、コネクテッドなどの次世代自動車技術領域における半導体・電子デバイス製品の本格的な需

要立ち上がりに向けて競争環境が厳しさを増すなか、事業環境の急速な変化に速やかに対応し、経営資源を効果的

に投入することが求められています。

新日本無線が目指す車載・産業機器向けビジネス領域の拡大のため、迅速かつ機動的な意思決定や投資判断、M&A

を含む成長投資をタイムリーに実施できる確たる財務基盤の確立とともに、当社グループが擁する同領域における

豊富な人材や知見をフル活用できる体制の強化を図り、早期に成長戦略を加速させ、新日本無線の企業価値、更に

は当社グループ全体の企業価値を向上させることを目的としています。

本株式交換により、当社グループの経営資源の最適かつ効率的な活用を行い、両社の収益力と競争力の強化を通

じて、厳しさを増すグローバル競争に打ち勝つ体制の構築を一層進めていきます。

　

(2）本株式交換の効力発生日

2018年９月１日（予定）

　

(3）本株式交換の方法

本株式交換は、当社を株式交換完全親会社とし、新日本無線を株式交換完全子会社とする株式交換です。本株式

交換は、当社については、会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより、株主総会の承認を受

けずに、また、新日本無線については、2018年６月25日開催の定時株主総会において本株式交換契約の承認を受け

ており、2018年９月１日を効力発生日として行われる予定です。

(4）本株式交換に係る割当ての内容

当社
（株式交換完全親会社）

新日本無線
（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当比率 1 0.65

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式：9,253,440株（予定）

本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」といいます。）

新日本無線株式１株に対して、当社の普通株式0.65株を割り当てます。なお、本株式交換比率は、算定の根拠と

なる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議及び合意の上、変更されることがあります。
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本株式交換により交付する当社株式数

当社は本株式交換に際して、当社が新日本無線の発行済株式（当社が保有する新日本無線株式（2018年５月10日

現在24,885,000株）を除きます。）の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」といいます。）における新日

本無線の株主（但し、下記の自己株式の消却が行われた後の株主をいうものとし、当社を除きます。）に対し、そ

の保有する新日本無線株式に代えて、上記表に記載の本株式交換比率に基づいて算出した数の当社株式を交付しま

す。

本株式交換により交付する当社株式の全ては、当社の保有する自己株式（2018年３月31日現在 16,818,957株）を

充当する予定であり、新たに株式の発行を行わない予定です。

なお、新日本無線は、本株式交換効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議により、基準時において保有

する自己株式（本株式交換に関して行使される会社法第785条第１項に定める反対株主の株式買取請求に応じて新日

本無線が取得する株式を含みます。）の全てを基準時において消却する予定です。本株式交換によって交付する株

式数については、新日本無線が基準時までに保有することとなる自己株式の数等により今後修正される可能性があ

ります。

(5）本株式交換比率の算定根拠

当社及び新日本無線は、本株式交換に用いられる本株式交換比率その他本株式交換の公正性・妥当性を確保する

ため、当社はSMBC日興証券㈱を、新日本無線はみずほ証券㈱をそれぞれ第三者算定機関として選定し、また、当社

は森・濱田松本法律事務所を、新日本無線はシティユーワ法律事務所をそれぞれ法務アドバイザーとして選定しま

した。

当社及び新日本無線は、それぞれの第三者算定機関に対し、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定を依頼

し、当該第三者算定機関から受領した株式交換比率算定書、法務アドバイザーからの助言、両社がそれぞれ相手方

に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて、両社の財務状況、業績動向、株価動向等を総合的

に勘案した上で、本株式交換比率を算定しました。

　

(6）本株式交換の当事会社の概要

当社
（株式交換完全親会社）

新日本無線
（株式交換完全子会社）

（1） 名称 日清紡ホールディングス㈱ 新日本無線㈱

（2） 所在地
東京都中央区日本橋人形町
二丁目31番11号

東京都中央区日本橋横山町
3番10号

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 河田 正也 代表取締役社長 小倉 良

（4） 事業内容

エレクトロニクス製品、ブレーキ
製品、精密機器、化学品、繊維製
品等の製造及び販売等、並びに不
動産の売買及び賃貸借等

電子部品（マイクロ波製品、電子
デバイス製品）等の製造・販売及
び研究開発業務

（5） 資本金 27,587百万円 5,220百万円

　

(7）会計処理の概要

本株式交換は、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引に該当する見込みです。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 371,755,000

計 371,755,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年８月８日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 178,798,939 178,798,939
東京、名古屋(以上各市場第一部)、

福岡、札幌の各証券取引所

単元株式数は

100株です

計 178,798,939 178,798,939 ― ―

(注) 提出日現在発行数には、2018年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれていません。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年６月30日 ― 178,798 ― 27,587 ― 20,400

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2018年３月31日の株主名簿により記載しています。

① 【発行済株式】

2018年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

16,818,900

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,614,590 ―
161,459,000

単元未満株式
普通株式

― ―
521,039

発行済株式総数 178,798,939 ― ―

総株主の議決権 ― 1,614,590 ―

② 【自己株式等】

2018年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都中央区日本橋人形町
２－31－11

16,818,900 ― 16,818,900 9.41
日清紡ホールディングス㈱

計 ― 16,818,900 ― 16,818,900 9.41

２ 【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2018年４月１日から2018年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。

　

なお、当社の監査法人は次のとおり変更しています。

　第175期連結会計年度 監査法人ベリタス及び有限責任監査法人トーマツ

　第176期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間 有限責任監査法人トーマツ
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 43,046 45,751

受取手形及び売掛金 ※4 136,348 ※4 109,157

電子記録債権 ※4 15,802 ※4 16,256

商品及び製品 34,954 32,322

仕掛品 46,889 52,333

原材料及び貯蔵品 23,524 23,513

その他 11,314 13,907

貸倒引当金 △783 △354

流動資産合計 311,096 292,888

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 68,358 65,997

機械装置及び運搬具（純額） 55,090 55,030

土地 37,811 36,418

その他（純額） 24,756 25,089

有形固定資産合計 ※1 186,017 ※1 182,535

無形固定資産

のれん 8,945 8,164

その他 10,261 9,377

無形固定資産合計 19,206 17,541

投資その他の資産

投資有価証券 108,111 110,220

その他 31,207 32,585

貸倒引当金 △1,411 △1,084

投資その他の資産合計 137,906 141,721

固定資産合計 343,130 341,798

資産合計 654,227 634,687
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4 55,526 ※4 45,565

電子記録債務 ※4 16,419 ※4 18,785

短期借入金 ※3 46,312 ※3 49,720

未払法人税等 5,777 2,521

引当金 3,038 3,434

その他 ※4 81,875 ※4 81,107

流動負債合計 208,949 201,135

固定負債

長期借入金 64,107 61,519

引当金 3,089 3,287

退職給付に係る負債 48,031 48,317

資産除去債務 815 816

その他 38,799 33,639

固定負債合計 154,843 147,580

負債合計 363,793 348,716

純資産の部

株主資本

資本金 27,587 27,587

資本剰余金 26,719 26,713

利益剰余金 189,186 187,850

自己株式 △24,610 △24,590

株主資本合計 218,882 217,561

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 42,964 43,722

繰延ヘッジ損益 △18 △107

為替換算調整勘定 10,360 5,759

退職給付に係る調整累計額 △3,418 △3,035

その他の包括利益累計額合計 49,888 46,338

新株予約権 151 157

非支配株主持分 21,510 21,913

純資産合計 290,434 285,970

負債純資産合計 654,227 634,687
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

売上高 ※ 113,182 ※ 170,911

売上原価 91,028 136,041

売上総利益 22,154 34,870

販売費及び一般管理費 22,862 34,698

営業利益又は営業損失（△） △708 171

営業外収益

受取利息 139 214

受取配当金 1,131 1,138

持分法による投資利益 1,076 2,316

雑収入 352 486

営業外収益合計 2,699 4,155

営業外費用

支払利息 212 366

売上割引 122 326

為替差損 90 325

雑損失 315 406

営業外費用合計 740 1,425

経常利益 1,250 2,902

特別利益

固定資産売却益 5,179 33

投資有価証券売却益 631 0

関係会社株式売却益 11,745 -

特別利益合計 17,556 33

特別損失

固定資産売却損 15 10

固定資産廃棄損 31 81

減損損失 2 33

投資有価証券売却損 0 -

投資有価証券評価損 0 -

出資金評価損 43 -

関係会社株式売却損 - 97

事業整理損 - 122

子会社事業構造改善費用 101 1,314

海外訴訟損失引当金繰入額 - 206

偶発損失引当金繰入額 - 206

特別損失合計 194 2,072

税金等調整前四半期純利益 18,612 863

法人税、住民税及び事業税 3,956 1,840

法人税等調整額 △1,319 △2,667

法人税等合計 2,637 △827

四半期純利益 15,975 1,691

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△474 1,162

親会社株主に帰属する四半期純利益 16,450 528
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

四半期純利益 15,975 1,691

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 918 764

繰延ヘッジ損益 △0 △89

為替換算調整勘定 △1,311 △4,774

退職給付に係る調整額 340 473

持分法適用会社に対する持分相当額 △195 △438

その他の包括利益合計 △248 △4,063

四半期包括利益 15,727 △2,372

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 16,272 △3,021

非支配株主に係る四半期包括利益 △545 649
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

（連結の範囲の重要な変更）

　当社は、2018年４月１日付で当社の連結子会社である日清紡ブレーキ㈱等において営む自動車用ブレーキ事業

の内、ファウンデーションブレーキ事業を、豊生ブレーキ工業㈱に譲渡いたしました。これに伴い、当第１四半

期連結累計期間の期首において、AHブレーキ㈱他２社を連結の範囲から除外しています。

　なお、当該連結の範囲の変更については、当第１四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に

重要な影響を与えます。影響の概要につきましては、「注記事項（セグメント情報等）」に記載しています。

（連結決算日の変更に関する事項）

　当連結会計年度より、当社及び従来３月決算（２月決算会社含む）であった連結子会社は、決算日を３月31日

（２月28日）から12月31日に変更し、同時に連結決算日を３月31日から12月31日に変更しています。この変更

は、すべての連結子会社と決算期を統一することで、グループ一体運営の推進及び経営情報の適時・的確な開示

による更なる経営の効率化を図るためです。

　当該変更に伴い、当社及び従来３月決算であった連結対象会社は、2018年４月１日から2018年６月30日までの

３カ月間を、２月決算であった連結対象会社は2018年３月1日から2018年６月30日の４カ月間を、12月決算であ

る連結対象会社は2018年１月１日から2018年６月30日までの６カ月間を連結対象期間とする変則的な決算となっ

ています。

　なお、12月決算である連結対象会社における2018年１月１日から2018年３月31日までの損益及び２月決算であ

る連結対象会社における2018年３月１日から2018年３月31日までの損益については、連結損益計算書を通して調

整する方法を採用しており、同期間の売上高（個別財務諸表の合計額。以下同じ。）は60,254百万円、営業利益

は1,323百万円、経常利益は2,284百万円、税引前四半期純利益は1,437百万円です。

　

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

IFRS第９号「金融商品」の適用

　当社グループは、当第１四半期連結会計期間より、日本基準を採用する当社及び国内子会社、並びに米国基準

を採用する北米子会社を除き、IFRS第９号「金融商品」を適用しています。これにより、金融商品の分類及び測

定方法を見直し、また金融資産について予想信用損失モデルによる減損を認識することとしました。なお、本基

準の適用による当社グループの財政状態及び経営成績に与える影響は軽微です。

IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の適用

　当社グループは、当第１四半期連結会計期間より、日本基準を採用する当社及び国内子会社、並びに米国基準

を採用する北米子会社を除き、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を適用しています。これにより、収

益の認識基準を見直し、金融商品・リース契約・保険契約・同業他社との商品等の交換取引を除く、すべての契

約について、約束した財又はサービスが顧客に移転された時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見

込む対価を反映した金額で、収益を認識することとしました。なお、本基準の適用による当社グループの財政状

態及び経営成績に与える影響は軽微です。
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(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しています。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から直接控除した圧縮記帳累計額は次のとおりです。

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

755百万円 785百万円

２ 保証債務

次の連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入金等に対して保証を行っています。

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

PT. MALAKASARI NISSHINBO DENIM
INDUSTRY

81百万円
(770千米ドル)

85百万円
(770千米ドル)

※３ 当社及び一部の連結子会社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行８行（前連結会計年度は９行）とコ

ミットメントライン契約を締結しています。この契約に基づく当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりです。

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

コミットメントラインの総額 28,949百万円 31,785百万円

借入実行残高 16,692百万円 16,734百万円

差引借入未実行残高 12,257百万円 15,051百万円

　

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれています。

　

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

受取手形 882百万円 686百万円

支払手形 654百万円 484百万円

電子記録債権 1,612百万円 1,350百万円

電子記録債務 1,822百万円 1,603百万円

流動負債 その他
(設備関係支払手形)

83百万円 10百万円

流動負債 その他
(設備関係電子記録債務)

58百万円 14百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※ 売上高の季節的変動

　前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

2018年４月１日 至 2018年６月30日）

　当社の連結子会社である日本無線グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が１月から３月に偏重して

いるため、４月から12月の売上高及び利益が相対的に低い傾向にあります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、

次のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

減価償却費 5,196百万円 8,442百万円

のれんの償却額 414百万円 879百万円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年５月11日
取締役会

普通株式 2,381 15.00 2017年３月31日 2017年６月８日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月10日
取締役会

普通株式 2,429 15.00 2018年３月31日 2018年６月７日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

１. 企業結合に係る暫定的な会計処理の確定

2018年３月１日に行われたリコー電子デバイス㈱との企業結合について、前連結会計年度において暫定的な会計処理

を行っていましたが、当第１四半期連結会計期間において確定しています。

なお、のれんの金額に修正は生じていません。

　

　 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

発生したのれんの金額 2,371百万円

発生原因 期待される将来の収益力に関連して発生したものです。

償却方法及び償却期間 ８年間にわたる均等償却

２. 事業分離

当社は、当社の連結子会社である日清紡ブレーキ㈱（以下「日清紡ブレーキ」といいます。）等において営む自動車

用ブレーキ事業の内、ファウンデーションブレーキ事業（以下「対象事業」といいます。）を、アイシン精機㈱グル

ープ（以下「アイシングループ」といいます。）の主要子会社の１社である豊生ブレーキ工業㈱（以下「豊生ブレー

キ工業」といいます。）に譲渡しました（以下「本件取引」といいます。）。

本件取引は、日清紡ブレーキが完全子会社として2017年９月25日に新設したAHブレーキ㈱（以下「対象会社」といい

ます。）に対して、2018年４月１日付で日清紡ブレーキが対象事業に関して有する資産等を会社分割の方法により承

継したうえで、同日付で対象会社の発行済株式の全部を豊生ブレーキ工業に譲渡する方法で行いました。

本件取引の概要は、以下のとおりです。

(1)事業分離の概要

①分離先企業の名称

豊生ブレーキ工業㈱

②分離した事業の内容

乗用車用、商用車用、及び産業機械用のドラムブレーキ、商用車用ディスクブレーキ、並びに乗用車用ホイール

シリンダーの製造及び販売、並びにシューアッセンブリー

③事業分離を行った主な理由

当社グループは、環境破壊や地球温暖化など人間社会が直面する課題にソリューションを提供し、安全で安心な

暮らしに貢献する「環境・エネルギーカンパニー」グループとして、多彩な事業を展開しています。多様性の中で

の団結により成長戦略を遂行する中、今後は先ず、オートモーティブ及び超スマート社会関連ビジネスに経営資源

を重点的に配分する方針です。

当社グループのブレーキ事業は70年以上の歴史を有し、自動車用摩擦材を中心に事業展開しています。自動車メ

ーカーから高い評価を得ており、2011年には欧州有数の摩擦材メーカーであるTMD Friction Group S.A.を買収し、

摩擦材事業は年間売上高1,300億円を超す規模となっています。今後も、当社グループのコア事業として、自動車メ

ーカーのグローバル生産に対応するための拠点整備・拡張や、銅規制対応摩擦材の開発・生産で市場優位を維持す

るために継続的な投資を行う予定です。

一方、対象事業については、年間売上高は約150億円と小規模レベルに止まっています。今後電動パーキングブレ

ーキ化等が進むなど、現行ファウンデーションブレーキ市場動向が不透明な中、競争力を維持するためには、大規

模な設備投資及び開発投資が必要になると予想されています。

こうした中、電動パーキングブレーキの技術を有するメーカーと将来技術に関する意見交換をすすめていました

が、ブレーキシステムを有するアイシングループにおいて対象事業の発展を期すことが出来ると判断しました。そ

して、当社グループの成長戦略、当社グループ内での対象事業の発展性、及び豊生ブレーキ工業の対象事業に対す

る評価などを総合的に検討し、自動車用部品の製造及び販売を主業とし、ドラムブレーキの生産高が世界トップで

あり、且つ電動パーキングブレーキの技術をグループ内に保持している豊生ブレーキ工業へ対象事業を譲渡するこ

とが、より効率的な経営によって対象事業の更なる発展につながり、お取引先様の満足度の向上、従事する従業員

処遇の安定性・将来性の向上に資すると判断しました。
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日清紡ブレーキは、日清紡ブレーキが有する対象事業に関する資産（含むAH Commercial Vehicle Brake社

(Nisshinbo Commercial Vehicle Brake社から社名変更)の株式）、負債、及びその他の権利義務を対象会社に承継

させ、そのうえで対象会社の発行済株式の全部を譲渡しました。

本件取引と併せて、2018年４月１日に当社の連結子会社であるNisshinbo Somboon Automotive社が保有する対象

事業に関する資産、負債及びその他の権利義務を、対象会社が実質的な完全子会社としてタイに新設したAH BRAKE

(THAILAND) CO.,LTD.に譲渡しました。

本件取引後、当社はエレクトロニクス事業とブレーキの摩擦材事業を中心に、オートモーティブ及び超スマート

社会関連ビジネスへの経営資源の重点配分をさらに推進し、成長戦略を一層加速することにより、当社グループの

企業価値向上を図ります。

④事業分離日

2018年４月１日

⑤法的形式を含む取引の概要

受取対価を現金のみとする株式の譲渡を行いました。

(2)実施した会計処理の概要

①移転損益の金額

　関係会社株式売却損 97百万円

②移転した事業にかかる資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 4,099百万円

固定資産 2,894百万円

　 資産合計 6,993百万円

流動負債 1,892百万円

固定負債 1,207百万円

　 負債合計 3,100百万円

③会計処理

当該譲渡資産の連結上の帳簿価額と売却額との差額を「関係会社株式売却損」として特別損失に計上しました。

(3)分離した事業が含まれていた報告セグメント

ブレーキ

(4)四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

累計期間

売上高 2,401百万円

営業利益 325百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)

合計

エレクト
ロニクス

ブレーキ 精密機器 化学品 繊維 不動産 計

売上高

外部顧客への
売上高

35,763 37,617 15,856 2,266 13,450 1,914 106,867 6,314 113,182

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

2 4 49 31 1 397 486 436 922

計 35,765 37,621 15,905 2,297 13,451 2,312 107,353 6,750 114,104

セグメント利益
又は損失(△)

△3,236 1,145 345 267 626 1,355 503 27 531

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである食品、産業資材等の商社機能及び

保険代理店業務等が含まれています。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 503

「その他」の区分の利益 27

セグメント間取引消去 △7

全社費用(注) △1,232

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △708

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しないグループ管理費用及び減価償却費並びに基礎技術の研究開発

費です。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)

合計

エレクト
ロニクス

ブレーキ 精密機器 化学品 繊維 不動産 計

売上高

外部顧客への
売上高

46,496 67,848 29,496 3,077 16,464 1,369 164,752 6,158 170,911

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

7 4 49 29 1 375 466 721 1,188

計 46,504 67,852 29,546 3,106 16,465 1,744 165,219 6,880 172,099

セグメント利益
又は損失(△)

△2,139 372 1,114 660 517 865 1,389 12 1,402

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである食品、産業資材等の商社機能及び

保険代理店業務等が含まれています。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,389

「その他」の区分の利益 12

セグメント間取引消去 △14

全社費用(注) △1,216

四半期連結損益計算書の営業利益 171

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しないグループ管理費用及び減価償却費並びに基礎技術の研究開発

費です。

　

３．報告セグメントごとの資産に関する事項

　当第１四半期連結累計期間の期首において、当社の連結子会社である日清紡ブレーキ㈱等において営む自動車用ブ

レーキ事業の内、ファウンデーションブレーキ事業を、豊生ブレーキ工業㈱に譲渡し、AHブレーキ㈱他２社を連結の

範囲から除外しました。これに伴い、前連結会計年度の末日に比べ、「ブレーキ」のセグメント資産が6,993百万円

減少しています。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 103円59銭 3円26銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 16,450 528

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
(百万円)

16,450 528

普通株式の期中平均株式数(株) 158,793,100 161,989,171

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 103円54銭 3円26銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 　81,279 143,839

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

　

２ 【その他】

2018年５月10日開催の取締役会において、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

　①配当金の総額 2,429百万円

　②１株当たりの金額 15円00銭

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2018年６月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2018年８月８日

日清紡ホールディングス株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 津 田 英 嗣 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 杉 本 健 太 郎 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 植 木 拓 磨 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日清紡ホールデ

ィングス株式会社の2018年４月１日から2018年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１

日から2018年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日清紡ホールディングス株式会社及び連結子会社の2018年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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